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日本版発刊に寄せて
あなたの身の回りにはいくつのスクリーンがあるだろうか？本稿を執筆している私の机には６つのスクリーン（PC、投影用
モニター2台、スマートフォン2台、タブレット）が、そして自宅内に視野を広げると居間のテレビだけでなく、空調のリモ
コンや洗濯機の操作用パネルなどの普段意識しない数多くのスクリーンがあることに気づく。スクリーンの未来に関する
我々の議論も、生活の中に取り込まれているスクリーンの「数」を意識することから始まった。

スクリーンの役割は特に1990年代以降にその範囲と複雑さを飛躍的に拡大し、種類や数も増加している。受信した電波
による映像と音声の表示、あるいは、簡単な操作で完結するインターフェースであったスクリーンは、PCやスマートフォン
の普及によって、デジタルの世界につながるための双方向性・操作性を持つデバイスを含んだものへと変化してきた。ス
クリーンの役割や通信の方法が変化したことにより、放送事業者や広告事業者、ハードウエアメーカーなどの伝統的なス
テークホルダーに加え、スマートフォンなどに向けて実用的な機能を提供するサプライヤーや通信キャリア、データの分析・
提供を行う企業、Netflixに代表されるSVoDなどインターネット発のメディア企業といった、新たなステークホルダーが
存在感を増している。解像度やタッチスクリーンの精度向上、ネットワーク環境の整備などが広がるにつれ、スクリーンの
担う機能と役割とともに、スクリーンを取り巻くビジネスも拡大してきた。一括りに「スクリーン」といっても、消費者にとっ
ての情報接触だけでなく、その背後には多くのステークホルダーの栄枯盛衰が内包されている。

また、スクリーンそのもののフォームファクター（※）として想定される大きな変化として、自動運転技術の進展に伴って車
内がエンターテインメント空間となり得ることは既に各社がコンセプトとして打ち出している。本文中にも網膜投影につい
ての記述があるが、視力矯正用のコンタクトやメガネも違う役割になっていくなど、現状はスクリーン以外の領域に存在す
る事業者がステークホルダーとなり得ることも可能性として考えられる。

スクリーンの機能や役割が拡大するのと並行して、消費者のデジタルデータの蓄積と分析に関するテクノロジーも向上し
てきた。個々人のデータは消費者に対してパーソナライズの便利さを提供しながら、データビジネスやマーケティングにも
活用されている。デジタル上の行動情報の集積や活用に対して消費者自身がデータを自らのものとして守っていくことや、
提供する範囲を決定できるべきという意識が高まりつつある。こうした背景の中、進化していくデジタルテクノロジーの活
用と、消費者の身を守ることを両立させていくという側面から規律を定める動きがあり、GDPRや個人情報保護法、3rd
パーティCookieに対する各社の規制強化など、ルールが日々検討されている。スクリーンの機能や役割の拡大が大きな
ビジネスチャンスとなっている中、パーソナライズなどの消費者にとっての利便性と、ビジネスモデルや規律のあり方のバ
ランスを見極め、消費者との信頼関係を結ぶことが大事な時代になっている。

スクリーンの未来は、ユーザーとの接点を起点として、その裏側のテクノロジーやビジネスモデル、規制のあり方を反映す
るインターフェースとして捉えることができる。スクリーンを取り巻く変化のこれまでと可能性を踏まえ、スクリーンがビジ
ネスや我々の生活にとってどのような存在になっていくか、デロイトのアプローチとグローバルネットワークを活かした専
門家の討議を通じ、4つのシナリオを検討した。

本稿が読者の皆様の事業戦略検討において、将来的な機会とリスクに備えるための一助となれば幸いである。

清水 武　Takeshi Shimizu
デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
執行役員

メディア業界向けに、企業ビジョン／戦略策定、コンテンツ戦略策定、
デジタルサービス戦略と実行、経営管理、プライバシーなどの各種法制
度対応などを含む幅広い領域でのコンサルティングサービスを多く手掛
ける。国内大手 IT 事業者、国内コンサルティングファーム、ベンチャー
企業経営などを経て現職。

※P4　訳注*1参照
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イントロダクション

今日のデジタルに取り囲まれた世界では、ス
クリーンは至るところにある。スクリーンは、
スマートフォンやタブレット、テレビ、ノートパソ
コン、ウェアラブルデバイスにとって不可欠な
構成要素である。世界におけるスクリーンの
総数は今や、100億の大台を超えている。
2020年にはさらに32億のフラットパネルディ
スプレイが世界中で生産されたと推計される。
現在のスクリーンサイズは、スマートウォッチ
向けの2インチサイズから、フラットスクリーン
テレビ向けの75インチサイズまで多岐にわ
たっている。屋外メディア広告用のデジタルサ
イネージとなると、さらにサイズが大きくなる。

本稿では、個人利用向けのスクリーンの未来
について取り上げている。冒頭で示した例で
は、スクリーンの未来は現在の利用用途とは
全く異なったものになる可能性について例示
した。今後数年間で、スクリーンのフォームファ
クター*1は多様化することが考えられる。AR/
VR用ヘッドマウントディスプレイ、折り畳み型、
網膜投影型ディスプレイ、3Dホログラム、カー
ウィンドウへの直接投射などが、様々な環境
やユースケースで採用されるようになるだろう。
スクリーンは、実用的な利用とエンターテイン
メントの双方にとって必要不可欠なもの（ツー
ル）になるだろう。例えば、革新的なスクリー

あなたが2030年に休暇を過ごしているところを想像してみてほしい。自動
運転車のシートに座り、ボイスコントロール機能付きの高解像度ワイドスク
リーンでお気に入りのテレビ番組を楽しんでいる。後部座席では、子供たち
がサイドウィンドウのタッチスクリーンでゲームをして遊んでいる。あるいは
日々の生活で、スマートフォンの代わりに超高性能のARグラスをいつも使っ
ている、というのはどうだろうか。メガネ型のスクリーンが多くのスクリーン
の代わりとなり、スマートホームや乗用車用のパーソナルナビゲーションシス
テムやコントロールユニットとして活用することができる。遥か未来の夢のよ
うに思われる環境の変化は、実は思ったよりも近くにある。

ンは特性や文脈に応じて、コンテンツの視聴
方法だけでなくコンテンツ自体にも変化を起
こすだろう。ストーリーテリング、カメラワーク、
そしてコンテンツの長ささえもが使用するスク
リーンに左右されるようになり、一方で日常生
活においては、スクリーンはあらゆる種類の用
途に合わせた新たなユーザーインターフェー
スとなり得る。将来的には、ヘッドマウントディ
スプレイを使って自動車全体を操作することす
ら可能になるかもしれない。

スクリーンの未来におけるもう一つの側面とし
ては、関与するプレイヤーの多様性があげら
れる。ハードウエアサプライヤー、デジタルプ
ラットフォーム企業（DPC）、メディア企業、実
用アプリ開発企業はもちろん、広告会社や消
費者なども、業界の方向性を位置づける重要
な要素になるだろう。これらのプレイヤーごと
にスクリーンの利用目的は異なる。スクリーン
はテクノロジーを紹介したり動画を映したりす
ることができるし、紙の代わりとなったり、顧
客やユーザーとのコミュニケーションのイン
ターフェースとして使うことができる。ステーク
ホルダーの関心が大きく異なっており、全く新
しい技術が開発されるということはすなわち、
正確な予測が不可能だということを意味する。
ゆえに「スクリーンの未来」も、デロイトの実

績のあるシナリオアプローチにとって、一つの
理想的な検討領域になる。

「Future of Screens」は、デロイトのテクノ
ロジー・メディア・通信業界における専門知
識と、デロイトのCenter for the Long View
（CLV）によって開発された独自の方法論とを
組み合わせた「Future of ～」と題するレポー
トの4番目のシリーズである。2018年から
2020年の間において既に、通信事業者のビ
ジネスモデル、テレビ・動画を取り巻く状況、
および広告業界の未来に関して、長期的な分
析を取り上げている。

スクリーンの未来はどのようなものになるの
だろうか？どのような新しい形のスクリーン
ベースのアプリケーションやエンターテインメ
ントコンテンツが発展するのか？まずメディア
コンテンツの利用が先行するのか、それとも
実用的な機能が先になるだろうか？また、主
要なステークホルダーは誰になるのだろう
か？今回の検討では、4つのシナリオに沿って
異なった回答を提示していく。

それでは、2030年のスクリーンの未来がどの
ようになっているのかを具体的に見てみること
にしよう。

（訳注）*1　機器の形状や寸法、物理的な仕様や規格（端子の配置位置など）を指す
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アーキタイプ
スクリーンの未来に関するシナリオは、多様なステークホルダーに影響を与
える。今回のレポートでは、6種類の異なるステークホルダーが主役であり、
それぞれが個別に、例として挙げた将来の動向への対応の準備をする必要
があると考えられる。興味深いことに、ステークホルダーの重要性は各シナ
リオによって大きく異なっており、最初のシナリオでの勝者が次のシナリオで
は重要性を失っていることもあり得る。また、図1に示したステークホルダー
グループのサマリは、スクリーンの未来に関するマーケットエコシステムの概
要を示しており、4つのシナリオを元にさらに分析を行う際の有益な方向性
を提供している。

図1 – ステークホルダーのアーキタイプ

ハードウエアサプライヤー（OEM）

 • スクリーンの技術開発を推進（解像度、色
深度*2）

 • テレビエコシステムによる追加サービス*3

を通じて、ハードウエア販売にとどまらない
収益獲得を目指す

 • データを表示するだけの単なるディスプレイ
のサプライヤーになるリスクがある

メディア企業

 • 自社コンテンツ表示のためにスクリーンが
必要

 • 一方、スクリーン販売のためにはメディア企
業のコンテンツが必要

 • 新しい種類のスクリーンのための、新しいス
トーリーテリングの導入が必要

 • 新しいスクリーンを利用した有料コンテンツ
の強化が可能

デジタルプラットフォーム企業（DPC）

 • 様々な種類のスクリーン向けにオペレーティ
ングシステムやエコシステムを開発し、シー
ムレスな相互運用性を実現

 • スクリーンコンテンツとアプリケーションの
支配力の拡大を目指す（自社および外部の
双方）

 • スクリーンの革新的形態の技術開発を推進
（例：XR）

（訳注）*2　コンピュータグラフィックスにおいて、1画素（ピクセル）で表現できる色数
（訳注）*3　視聴データの販売などを想定
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実用アプリ開発企業*4

 • スクリーンを活用して自社のサービスを実
装・改善し、サービスの個別化、コンテンツ
連動、位置情報利用などを行う

 • 新しいタイプのユーザーインターフェースと
して新しいスクリーンを使用

 • エコシステム／オペレーティングシステムに
依存

広告企業

 • 広告展開のためにより多くのディスプレイを
調達

 • 適切なタイミングで適切な場所に広告を表
示できるよう新型スクリーンを使用

 • ロケーション・コンテキストベースの広告を
実現するためにAR/XRを導入

消費者

 • 生活を便利にする実用アプリの利用

 • メディアコンテンツを消費する機会の増加

 • スクリーンタイムの増加

 • 異なるスクリーンのシームレスな利用を高く
評価

（訳注）*4　メディア・エンターテインメントを除いた、メールやカレンダー、マップなどの機能性のあるアプリケーション全般を指す
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シナリオで考える
スクリーンの未来を正確に予測することはま
ず不可能である。通常レベルの不確実性に加
え、以下の3つの要因が予測を非常に困難に
している。

1. スクリーンを取り巻く文脈における、極め
て多くの技術革新と全く新しいタイプのユー
スケースがある

2. 技術、コンテンツ、ユースケース、市場構
造に長期的な影響をもたらす、個別の予測
不能なビジネス判断に左右される

3. 新しいタイプのスクリーンを選ぶ消費者の
意思が、その他のあらゆるパターンと同様、
ほぼ予想不可能である

不確実性の多い環境では、従来型の戦略的な
分析から得られる情報はさほど多くはないが、
シナリオデザインのレンズを通して状況を見る
というアプローチを用いることで、通常は3～
5年を対象とするプランニングの先を見通した
視点を得ることができる。シナリオデザインに
よって未来自体を予測することはできないが、
特定の戦略オプションにおけるリスクと機会
を詳細に見ることができる。そこから、いずれ
のパターンの潜在的な未来においても良い結
果を生み出すために、十分に力強い対応策を
開発することが可能になる。次のステップでは、
起こりうる未来について全く異なる4パターン
のシナリオを検討し、文脈の読み解き方と実
用的な利用法を提示する。各シナリオは、将
来の具体的な出来事を示すというよりは、関
連しつつも相反する要因を説明するものであ
る。言い換えるなら、現時点の判断の影響を
受け、複数に分岐した未来の環境を舞台とし
たストーリーとなる。基本となるドライバーを
示すことで、戦略をモデル化し、潜在的な影響
に応じて適応させる際にシナリオを役立てる
ことができる。
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極端ではあるが将来起こり得るこの
4つのシナリオは、実績のあるデロイト
独自の方法論によるものである。

シナリオの 
キードライバーと 
策定方法
シナリオは、将来起こりうる「スクリーンの未来」を形成することになると想
定される、包括的な基礎ドライバー群を基に構築した。これらのドライバー
は、専門家へのインタビューと自然言語処理アルゴリズムに基づくデロイト
独自の外部環境分析の両方を用いて導出したものである。社会的、技術的、
経済的、環境的および政治的（STEEP*5）要素を応用することによって、一
連のドライバーをクラスター化し、スクリーンの未来に関する相対的な不確
実性と影響度の観点から評価を行うことができる。（図2参照）

（訳注）*5　STEEP：Social、Technological、Economical、Environmental、Politicalの各要素の頭文字を合わせたもの
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生活習慣データを
収集する住居内センサ／

カメラフィード

スクリーンを
使った

感情的／生理的
反応追跡に
対する消費者の
許容度

認識機能を
使用した、

パーソナライズ化
されたデバイス間の
シームレススイッチ

都市と地方の
帯域幅格差

AIツール機能による
コンテンツ
受容予測

XR環境における
スクリーン使用

家電・電化製品に
統合された
スクリーン

反射型スクリーン（e-ink）

3D投影

スクリーン使用
平均時間

重要な不確実性重要なトレンド

スクリーン使用に
対する健康的な
ライフスタイル
の影響

 技術的　　  経済的　　  環境的　　  社会的　　  政治的

注： 可読性向上の目的で、重複するデータポイントは再整理されており、テキストボックスによっては数学的に定義された位置と異なる場所に配置されている場合がある。 
調査は回答者14名に対して、2020年5月12日から2020年6月11日の間に実施。

図2 – 推進要因：影響力と不確実性の度合いによる評価
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ユビキタス

限定的

実用性メディア消費

シナリオ4 
Source of Distraction

シナリオ1 
Army of Interfaces

シナリオ3 
Escape from Reality

シナリオ2 
My Personal Assistant

スクリーン利用の 主要な推進要因

ス
ク
リ
ー
ン
の
普
及
度

我々はシナリオに関連する2種類のドライ
バーを特定した。

 • 重要なトレンド：影響が大きく、予測可能な
進化を伴うドライバー。詳しくは「専門家の
予測」セクションで説明

 • 重要な不確実性：不確実性は高いが、スク
リーンの未来に大きく影響するドライバー

デロイトの分析における「重要な不確実性」
とは、不確実性が高く、かつシナリオとの関連
性が高いドライバーに着目した分類である。
今回の検討においては、この領域にある14の
ドライバーが分析対象になっている。次に、ド
ライバー同士の相互依存性と関連性の測定を
行い、関連性に従ってクラスター化する。最後
にそれらの重要な不確実性のうち、最も挑戦
的で、多様性があり、かつ関連性の高いシナ
リオを選択し、マトリクスを作成した。図3に
示す通り、「スクリーンの未来」のマトリクスの
軸は、「スクリーンはどれだけ普及しているの
か（普及度）」と「スクリーンの利用を推進する
ものは何か（推進要因）」の2つの論点によっ
て定義される。

図3 – 2030年のスクリーンの未来についてのシナリオ概要
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専門家の予測
ドライバーのマトリクスでは、「重要な不確実性」の他にも「重要なトレンド」
を示している。これらは、スクリーンの未来において非常に関連性が高く、か
つデロイトの専門家によって予測が可能なものである。今後の展開において、
これらの重要なトレンドのうちの4つを特に重視すべきであり、以下に示す
全てのシナリオにおいて関連する役割を果たしている。

スクリーンタイムのさらなる増加
仕事でもプライベートでも、スクリーンは既に
要な役割を果たしている。現在、消費者は毎
日何時間もテレビやパソコンなどのスクリーン
の前で過ごしている。2030年までに、XRなど
の新たなスクリーンの概念や利用時間の増加
（例：自動運転による移動）の影響でスクリー
ンタイムがさらに増加することが予想される。

ボイスコントロールが主流に
タッチでの操作と並行し、ボイスコントロール
も新たに標準的なユーザーインターフェース
になるだろう。ボイスコントロールシステムに
よって、ユーザーが話しかけるだけでスクリー
ンとインタラクティブにやりとりができるように
なる。今後数年間に、AIを活用することによっ
て、ボイスコントロールシステムは大幅な改善
を遂げるだろう。その結果、音声制御が消費
者から幅広く受け入れられるようになると考え
られる。

強力なネットワークインフラが遍在
スクリーンを使って行うほとんどのことが、コ
ネクティビティに大きく依存している。今回の
調査で実施した専門家インタビューによると、
2030年までには高速データインフラが広く普
及するようになるとのことである。ネットワー
クパフォーマンスはボトルネックではなくなり、
スクリーンの急速な発展に追随していくだろう。
光ファイバー回線の他、ユビキタスな5Gネッ
トワークによってデータ使用量の多いモバイル
ユースケース向けの基盤も形成されると考え
られる。

消費者向けクラウドサービスが普及
クラウドコンピューティングの重要性が引き続
き拡大するが、これはスクリーンの個人利用に
ついても当てはまる。より多くの機能やコンテ
ンツがクラウド上で提供され、スクリーンの機
能範囲が広がるだろう。 
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Army of Interfaces

4つのシナリオ
シナリオ1：Army of Interfaces
インターフェースに取り囲まれる

第1のシナリオでは、スクリーンはどこにでも
存在し、高度にパーソナライズされた IoT社会
の根幹を形成している。スクリーンは生活の全
ての分野における機能を提供するインター
フェースとなり、メディア消費は数あるユース
ケースのうちの一つにすぎない。基本的な視
聴覚機器の製造コストが低いため、多数のス
クリーンがあらゆるサイズ、フォームファクター
および解像度で存在し、それに応じてセンサ
の数も変化する。個人所有のスクリーンに加
え、無数のスマートデジタルディスプレイが公
共スペースに設置され、ナビゲーション、交通、
地方公共サービス、ショッピングなどのアプリ
ケーションに利用されている。

スクリーンに表示されるメッセージは、2～ 3
社のデジタルプラットフォーム企業（DPC）に
よって所有される包括的なエコシステムとオ
ペレーティングシステムに基づいて、一元管理
でパーソナライズされている。

これらのDPCは大量のユーザー固有データを
収集・処理し、デバイスを横断する形でターゲ
ティングサービスをシームレスに提供している。
DPCは、強力なブロードバンドインフラの可用
性や、規制のないデータ収集およびデータ処
理から大きな利益を得る。

このシナリオにおけるスクリーンは、センサや
タッチ機能がいくつかあるだけの、純粋な視
覚ユニットにグレードダウンしている。スクリー
ンの知能部分はクラウドに集約され、DPCに
より管理される。スクリーンはコモディティ化
した安価なハードウエアとしてのみ購入され、
その後DPCの目的に応じてプログラムされて
改良を施されるため、大量のスクリーンが
OEMにもたらす恩恵は限られる。

実用アプリ開発企業は、自社のサービスがい
つでもどこでも利用できるようになるため、
IoTベースのサービスやビジネスモデルにとっ
て必要不可欠な存在になる。メディア企業は
スクリーンへの効果的なコンテンツ配信にお
いて、DPCとの協力モデルに依存している。消
費者は様々なアプリケーションに合わせて特
定のスクリーンを使用するようになる。XRなど、
完全に新しいユーザー行動が必要となる技術
は「押しつけ感」が強いため受け入れられてい
ない。

デジタルプラットフォーム企業（DPC）は、この
シナリオにおける勝者である。スクリーンのお
かげで無数のデータを作成・処理・収益化す
ることができ、相互接続されたスクリーン環境
のイネーブラーになっている。
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My Personal Assistant

シナリオ2：My Personal Assistant
私だけのアシスタント

第2のシナリオでは、人々はパーソナライズさ
れた高性能デバイスを1人につき1台利用して
いる。このデバイスが自宅内外にあるほぼ全
てのスクリーンにとって代わり、機能性を重視
した多数のアプリケーションを1台に集約して
いる。新しいコネクティビティやセンサ技術の
進歩を活用したこのパーソナルデバイスは、消
費者の日常生活のあらゆる場面で利用されて
いる。乗用車内、バス・電車内、店内、運動中、
ガソリンスタンド、そして職場において、個人
用のスマートデバイスは人々が一日を過ごす
際のアシスタントであり、彼らが以前使ってい
たその他の全てのスクリーンに置き換わってい
る。

屋外のスクリーンの数は全体として減少し、以
前はスクリーンを多用していた乗用車におい
ても、消費者のパーソナルデバイスを利用する
ことによってディスプレイが不要になる。機能
的なユースケースが最優先される中、メディア
消費の用途も残っているかもしれないが、そ
の優先度は低下している。

ハードウエアメーカーは、全てのユーザーデー
タを収集できるため、厳しいデータ規制を守っ
たうえで、従来にない徹底したパーソナライズ
体験を提供することができる。広告主はOEM
と協力関係を築いて、消費者にパーソナライズ
した体験やオファリングを提供することが推奨
される。 あらゆる場所における高速のコネク
ティビティの必要性が高まる中、適切なカバ
レッジを保証するのは、通信事業者の責任に
なる。

ハードウエアメーカーはその独自のオペレー
ティングシステムを活かして、消費者向けデバ
イスの主要プロバイダになり、消費者データと
コンタクトを管理する役割を担うようになって
いる。消費者のメインデバイスとは紐づかない
オープンエコシステムの構築に失敗したことで、
デジタルプラットフォーム企業（DPC）は苦戦
している。

メガネ型の拡張現実（AR）スクリーンは、ユー
ザーが出先で通知や周囲環境の詳細情報を
受け取ることができることから、このシナリオ
において確実に成功する。メガネ型スクリーン
を利用しない消費者は高性能スマートフォン
に大きく依存しており、それらを周辺 IoT機器
の中央制御スクリーンや万能リモコンとして利
用している。
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Escape from Reality

シナリオ3：Escape from Reality
現実からの逃避

第3のシナリオでは、消費者は自分のプライ
ベート領域に閉じこもり、パーソナライズされ
たプレミアムコンテンツを限られた数の高性
能スクリーンで消費することによって気を紛ら
わせている。データ管理に関する厳しい規制
や懸念のため、機能的なユースケースが効果
的に実践できず、スクリーンはメディア用途に
大きくシフトしている。このシナリオでは、スク
リーンの数は多くないが、ハードウエアは極め
て高品質になっている。

かつて消費者は多くのスクリーンに圧倒され
ており、拒絶反応が蔓延していたが、本シナリ
オにおける高性能なパーソナルデバイスは、
ほとんどのタブレットやノートパソコンを時代
遅れのものにした。同デバイスは全てのソー
シャルメディアやEコマース利用のニーズに対
応している。新世代のメガネ型仮想現実スク
リーンはこの役割に理想的なデバイスではあ
るが、モバイルタッチディスプレイに完全に取っ
て代わっているわけではない。

家庭用スクリーンは、最高解像度で色深度が
高い大型テレビによって補完されるようになる。

ハードウエアメーカーは最高のスクリーン品
質と解像度を求めて競い合い、ディスプレイの
技術開発力を限界まで高めている。OEMは、
差別化においてしのぎを削っている。ユーザー
は1台だけのデバイス購入を希望しており、あ
る程度の規模の金額を支払う準備がある。品
質こそが消費者の心をつかむ鍵である。

高品質ハードウエアに合わせて、消費者は最
高のメディアサービスを求めている。彼らは意
識的にコンテンツを選択し、ベンダに対して
パーソナライズしたプレミアムオファーを要求
するようになる。ユーザー行動は使用中の限
られたデバイス上で正確に追跡できるので、
ターゲティングは分散される。

結果的に、ターゲットレコメンデーションは、
ハードウエアメーカーとメディア企業の協力に
よって決定される。有料コンテンツが絶対的に
強いことから、メディア企業は有利な立場を得
ている。一方、データを中央管理できない世
界では、機能的なデータに基づくユースケー
スが実現できず、デジタルプラットフォーム企業
（DPC）の形勢が著しく不利になっている。

このシナリオでは、OEMとメディア企業が最
も高い潜在性を秘めている。両者ともに差別
化と品質において輝きを放ち、自社商品のプ
レミアムレベルでの収益化に成功している。
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Source of Distraction

シナリオ4：Source of Distraction
目移りを招く要因

最後のシナリオでは、スクリーンはいたるとこ
ろにあふれ、表示されるメッセージはターゲッ
トを絞っておらず自身にとって関連がないもの
も多いため、消費者を苛立たせる傾向にある。
データプライバシーの懸念が原因で、政府が
パーソナライズされた個人データの収集や授
受の規制をするようになり、ターゲティングや
機能的ユースケースが不可能になっている。ス
クリーンの主な用途は、メディア消費である。

スケールメリットを活かして、スクリーンの価
格は大きく下落している。個人用の多数のスク
リーンに加えて、都心部に多くのディスプレイ
（中には巨大なものもある）があふれているの
は、この理由によるものである。ショップウィン
ドウや、建物の正面部分までもがスクリーンと
して利用されている。これらのスクリーンは、
部分的なターゲティングを行ったニュース記事、
エンターテインメントコンテンツおよび広告を
表示する。消費者は、このような視覚と音声コ
ンテンツの過剰な供給にますます圧倒される
ようになる。

データプライバシー規制により、デジタルプラッ
トフォーム企業（DPC）は競争優位性をほぼ
失っている。個別のデータ主導型ターゲティン
グの代わりに、コンテキストと場所に基づく中
立的なメッセージを細分化されたセグメント
に向けて発信するので、少なくとも最低限の
ターゲティングは可能となっている。それにも
かかわらずメディアコンテンツは、消費者が費
用を支払ってまで購入しようとは思わない、没
個性的な商品になってしまっている。メディア
企業は広告収入に頼らざるを得ない構造に
なっている。

プライベート空間も公共空間も、部分的に
ターゲティングされたのみのコンテンツを大量
に映しだすスクリーンだらけになってしまって
おり、広告コンバージョン率は低い。ただし、
多くのスクリーンで大量の広告が流れるため、
広告業界には大きな恩恵がもたらされている。

ハードウエアの需要に関しては、個人向け高
性能デバイスの質ではなく、量が重視される。
このシナリオでは、ハードウエアメーカーは、
スクリーンがコモディティ化した結果安価にな
るという状況に直面する。しかし、スクリーン
販売数の多さと大型デジタルサイネージの収
益が、非常に低い価格を補っている。

このシナリオは、全てのステークホルダーグ
ループにとって厳しい環境だ。このシナリオで
は、広告業界とハードウエアメーカーが、消費
者の接触するスクリーン数と広告に触れる機
会を増やすことができるため、最大の可能性
を秘めていると考えられる。
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図4 – 2030年のスクリーンの未来についてのシナリオ概要
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詳細な考察： 
結果と提言

スクリーンの進化は現在、さらなる発展に向
けて、極めて重要かつ決定的な段階にある。
我々のシナリオでは4つの極端な結末につい
て解説した。また一方で、現実の「スクリーン
の未来」は、今日私たちが想像している内容
とは全く異なっている可能性もある。ゆえに、
ステークホルダーは古い考え方にとらわれず、
現在のエコシステムを超越して視野を広げる
必要がある。各シナリオは、大きく変動する市
場状況と、異なる勢力の変化について解説し
ているが、詳しく見てみると、関連するステー
クホルダーグループ全体にとって共通する原
則が明らかになってくる。これらはデロイトの
専門家が予測し、本稿で解説した4つの重要
なトレンドも反映している。 全体的に見ると、
我々のシナリオエクササイズは、近い将来に
おいて成り行きを詳しく見守っていく必要のあ
る、3つの戦略的な活動領域を明らかにしてい
る。具体的には「消費者の受容」「データと規制」
「オープンなエコシステム」の3点である。

1. 消費者の受容
革新的なハードウエアやユースケースの成功
を決定するのは、テクノロジーだけではない。
消費者の利用パターンもまた重要である。特
に、ヘッドマウントディスプレイや網膜投影に
よる新しいタイプのXRは、消費者の適応を必
要とする。例えば、メガネ型の拡張現実（AR）
スクリーンについては、人々がARメガネをか
けたがらない、ARメガネをかけた人と接した
くない、という2点において、賛否両論があっ
た。VRはまた、人々を属する環境から孤立し
たような気持ちにさせるものでもある。ハード
ウエアサプライヤーは、開発プロセスにおいて
顧客の要求を考慮する必要がある。新たなス
クリーン技術は人々のニーズに適応する必要
があり、企業側としては、新しいテクノロジー
だからといって顧客がそれを素直に受け入れ
るだろうと期待するべきではない。さらにいえ
ば、テクノロジーとは機能性や魅力的で新し
いメディアコンテンツといった目的を達成する
ための手段でなければならない。

2. データと規制
データの取り扱いとそれに対する考え方は、お
そらくスクリーンの未来に最も関連性の高い
要素である。消費者の信頼を得るためには、
社会的・公共的懸念を真摯に受け止め、適切
に対応していく必要がある。そのためには、
オープンで透明なコミュニケーションが鍵とな
る。特にデジタルプラットフォーム企業（DPC）
は、技術利用と相反する可能性があっても、
規制や倫理的な境界線が存在していることを

受け入れる必要がある。例えば、信頼を構築
する手段として、DPCが一定期間後にユー
ザーデータを自動消去することなども考えら
れる。パーソナライゼーションの程度は、ステー
クホルダーがデータドリブンなテクノロジーを
活用できるかどうかによって決まる。加えてス
テークホルダーは、規制プロセスを常に把握
し、積極的に具現化していく必要がある。

3. オープンなエコシステムの取りまとめ
消費者の観点から見ると、スクリーンは中心
的なユーザーインターフェースであり、実用ア
プリとエンターテインメントの両方のユース
ケースを統合する可能性がある。一般的に、
重複するユースケースは付加価値が高い。提
供される製品やサービスの範囲や品質は、コ
ンテンツ制作におけるメディア企業や高品質
デバイス開発におけるハードウエアサプライ
ヤーなど、様々なステークホルダーの能力に
大きく左右される。実用アプリの開発企業は、
例えばコネクテッドホームなどの包括的な相
互運用性から特に恩恵を受ける。一方メディ
ア企業が新しいメディアフォーマットに対する
投資を価値あるものにするには、新型デバイ
スの高い普及率が必要になる。ハードウエア
サプライヤーのデバイスが魅力的なものにな
るかどうかは、適切なコンテンツ次第となる。
最高のユーザー体験をもたらすために、ス
テークホルダーは柔軟なテクノロジーソリュー
ション（例：API、プラットフォームソリューショ
ン）を採用し、自社の既存エコシステム外の
パートナーと進んで提携関係を築く必要があ
る。
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方法論
本検討の方法論は、Shellが最初に採用し、そ
の後モニターデロイトによって完成された、実
績のあるシナリオアプローチに基づくものであ
る。7ステップのシナリオ開発アプローチ（P.21
参照）では、客観性、信頼性、妥当性という科
学的指針が適用される。本検討は、デロイト
のグローバルネットワークのテクノロジー・メ
ディア・通信（TMT）のエキスパートおよび業
界の専門家、ならびにデロイトのセンター・
フォー・ザ・ロング・ビュー（CLV）の経験豊富
なシナリオプラクティショナーによる、一連の
インタビュー、アンケートおよびワークショップ
の結果に基づいている。

シナリオデザインでは、根本的な課題の焦点
となる問いを特定することが第1のステップに
なる。スクリーンの未来については、語るべき
ストーリーが無数にあるため、まずは対処す
べき問題や戦略的課題を設定する必要があっ
た。これは、我々のクライアントの意思決定を
適切にサポートする際に役立つものである。
シナリオは戦略的課題を浮き彫りにするため
のツールであり、焦点となる問いはシナリオの
スコープを決定する。今回のケースでは、
「2030年にスクリーンの未来はどうなるのか」
という問いに焦点を当てた。

シナリオは、未来を形作るダイナミクスを理解
するための方法である。したがって、第2のス
テップでは、焦点となる問いを牽引するドライ
バーを特定した。ドライバーとなる要素は、将
来の変化をもたらす根本的な要因になる。そ
れらは、出来事や歴史の軌跡を形成し、未来
のシナリオを想像する能力を飛躍的に高める。
これらのドライバーは、STEEP要因として知ら
れる、 社 会 的（ S o c i a l ）、 技 術 的
（Technological）、経済的（Economical）、

環境的（Environmental）、政治的（Political）
要因の5つのカテゴリーに分類することができ
る。ほとんどの課題は複数のカテゴリーに関
連しているため、これらは単なる分類にすぎ
ない。ドライバーのリストを導き出すために、
人工知能（AI）を搭載したトレンド検知・分析
マシンのDeep Viewを用いた専門家ワーク
ショップも実施した。Deep Viewは、シナリオ
作成者の性格、気分、好みに左右される傾向
のある従来アプローチのバイアスを回避する
のに役立つ。

一連のワークショップの一環として、第3のス
テップでは、焦点となる問いに関わる重要な
不確実性を特定した。全てのドライバーが不
確実というわけではなく、あらかじめ想定でき
るものもある。これらは既に進行中のトレンド
であり、どのシナリオでも大きな違いはないと
想定される。重要な不確実性要素とは、未来
をいずれの方向にも転換させ得る可能性を持
つドライバーであり、2つの基本的な特徴があ
る。すなわち、それらは非常に大きな影響力
を持っており、不確実性または不確定性が並
外れているのである。最初は全ての不確実性
が特殊に見えるが、一歩引いて考えることに
よって、シナリオを構築するための基本的要素
となるクラスターに振り分けることができる。

次のステップでは、関連する不確実性のリスト
全体を、2つの軸で整理したシナリオフレーム
ワークを開発した。そのうえで、不確実性を4
分類する2つの軸からなるマトリクスを定義し
た。この基本調査では、「スクリーンはどれだ
け普及しているのか」と「スクリーンの利用を
推進するものは何か」を重要な不確定要素と
して用いることにより、まったく異なるが現実
に起こり得る4つの未来のシナリオを構築した。

Center for the Long View（CLV）のシナリ
オアプローチにはさらに、企業がシナリオを利
用する際に役立つステップとして、戦略的オプ
ションの構築とシナリオのモニタリングの2点
が含まれている。このシナリオを用いて、デジ
タルプラットフォーム企業（DPC）やメディア企
業といった市場関係者のための結論を導き出
している。既存の戦略を各シナリオと照らし合
わせ、必要に応じて調整する形式である。ここ
では、実証されたモニターデロイトの手法を
適用して、適切な事業戦略を特定し、解明・
分析する。同時に全ての、あるいは個別のシ
ナリオに適した新たな戦略オプションも構築
する。定義された戦略的オプションの妥当性
を確保するためには、長期的にシナリオをモ
ニタリングすることが重要であることから、AI
搭載型モジュラーツールCLV Gnosisも開発
した。これは、リアルタイムで個別のシナリオ
の動きを追跡し、未来がどこに向かっているか
を示すためのツールである。

20



2 ドライバー7ステップの
シナリオ
展開

アプローチ

7 モニタリング

3 重要な不確実要素5 シナリオの
　　物語化

4 シナリオフレームワーク

1 焦点となる問い

6 示唆とオプション
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日本の視点
スクリーンの役割
「スクリーン」というと日本語ではまず映画館
が思い浮かぶかもしれないが、本編のレポー
トでは、個人所有のスマートフォンから家庭に
おけるテレビ、そして屋外のデジタルサイネー
ジまで大小問わずディスプレイに情報を映し
出す形状のものをすべて「スクリーン」として
分析の対象にしている。

スクリーンが我々の生活を取り囲み、重要な
役割を果たしていることについては、2020年
初頭以降のCOVID-19のパンデミック下で変
化した生活において、さらに実感が増したの
ではないだろうか。在宅時間が長くなることで
余暇の過ごし方が変化し、消費者のメディア
接触時間は相対的に増加している1。動画配
信サービスを利用した番組や映画の視聴が日
常化するなど、これまで接触していなかったコ
ンテンツやサービスの利用が進んだケースも
多いだろう2。在宅勤務を多数の人が経験し、
オンラインでのビデオ会議などを実施する機
会が格段に増え、自宅で仕事をするためのPC
やディスプレイなどスクリーン周りの環境を整
える場面も増えたと考えられる3。また、居住
環境の整備という観点で、スマートフォンやそ
の他のデバイス、電化製品などに組み込まれ
たスクリーンを活用しつつ IoT家電機器を連
動させるスマートホームサービスの需要も高
まりつつある4。

形状の変化や性能の向上を繰り返しながら、
スクリーンは我々の生活や情報接触において
なくてはならない存在になっている。消費者に
とってスクリーンの接触状況と活用の幅が広
がる背景には、ステークホルダーとなる事業
者の関与やビジネスモデルの変化がある。具
体的にはデータビジネスなどのマネタイズポ
イントの変化、事業領域の拡大、テクノロジー
の進化、スクリーンを取り巻く事業（通信事業
など）といった要素が相互に影響を及ぼしあ
いながら、スクリーンの役割は段階的に変化
している。

本レポートでは2030年の近未来をターゲット
として、このようなスクリーンの役割と消費者
の接触傾向、市場のステークホルダーの関与
度と市場における存在感の差異をシナリオプ

ランニングの手法で導き出し、4つの異なるシ
ナリオのストーリーを提示している。シナリオ
は、「スクリーンはどれだけ普及しているのか
（限定的なのかユビキタスなのか）」と「スク
リーンの利用を推進するものは何か（メディア
消費なのか実用性なのか）」という2軸で構成
される4象限に分類され、それぞれの世界で
起こりうる変化とステークホルダーへの影響
を論じている。

日本におけるステークホルダーとシナリオの
影響
本レポートのシナリオ構築においては、スク
リーン市場のステークホルダーとして、消費者
の他ハードウエアサプライヤー、デジタルプ
ラットフォーム企業、メディア企業、実用アプリ
開発企業、広告企業の計6つのグループが挙
げられている。ステークホルダーとなる事業者
は、いずれか一つのグループにのみ該当する
のではなく、デジタルプラットフォーム企業か
つ実用アプリ開発企業である事業者も存在す
る。シナリオ自体は本編を参照いただくことを
前提として、ここでは消費者を除く各ステーク
ホルダーを起点として日本の視点において注
目すべきポイントを検討したい。この内容は読
者の方々の業種や事業それぞれの立ち位置か
ら、留意点やヒントを検討するきっかけを示す
ことを目的とするものである。

■ハードウエアサプライヤー
この領域ではテレビセット・PC・スマートフォ
ン・ゲーム機などの最終製品のデザイン・開
発を中心的に行う企業だけでなく、スクリーン
を構成するディスプレイ・パネルメーカーも含
む形で検討する必要がある。これらの企業は、
中国・台湾・韓国・日本などのアジア諸国
に集中しており、各メーカーはシナリオ検討の
軸となる「スクリーンの数が限定的なのかユ
ビキタスなのか」という点において、自社製品
生産量が大幅に拡大するか少数に限られるか
という根本的な構造の違いに直面する。納品
先との受給のバランスにとどまらず、消費者の
スクリーンの受容状況や市場の方向性などを
より広い観点で捉えたうえで、場合によっては
技術を生かした新しい製品の提案などプロア
クティブに需要を喚起しつつ自社の戦略を検
討していくべきだろう。

本編中に記載があるように、どのようなデバイ
スが消費者に最終的に受け入れられるのかは
未知数ではあるものの、シナリオ2のように、
メーカー側が主体となり開発・市場投入した
デバイスがメインデバイスとして市場に君臨し、
デバイスメーカーが消費者データの管理まで
担いつつ市場を牽引するといった可能性もあ
る。また、スマートホームのようにサプライヤー
側が自社製品を連携させつつソリューションを
提供し、顧客を囲い込むことができる可能性
がある分野にも注目すべきだろう。サプライ
ヤーの目線では、10年先を見据えたうえで、
開発の技術力とユーザーニーズが合致する落
としどころを模索していく点に商機を見いだす
ことができるのではないだろうか。いずれの場
合も最終製品メーカーとディスプレイ・パネル
メーカーは、それぞれ開発力・技術力を維持・
向上させていくことが肝要である。

■デジタルプラットフォーム企業（DPC）
GAFAMに代表されるグローバル企業に加え、
日本を起点にサービス展開する楽天や
Yahoo! Japan、LINEなどが国内のDPCのメ
インプレイヤーとして想定される。利用者の ID
を紐づけ、生活関連サービスを広く提供するリ
クルートもこの領域に位置付けることができ
る。また、NTT、KDDI、ソフトバンクなどの通
信事業者についても、通信インフラそのものを
担うだけでなく、従前より顧客情報の活用を
模索しており、近年ではポイントプログラムや
他社とのデータ連携も含む形で施策を推進し
ている。シナリオ1はDPCが勝者となるストー
リーだが、現状ではプレイヤーが複層化して
いる状況にあり、DPCの中でもどのプレイ
ヤーが先行するのかという面は不透明である。
今後消費者の情報がどこに集約されていくの
か、誰が主導権を握るのかによって、シナリオ
の方向性が変わると考えられる。ユーザーの
利便性と市場構造を考慮すると、複数のDPC
プレイヤーが乱立する状況は次第に変化し、
少数のキープレイヤーに集約されていくことが
考えられる。DPCプレイヤーとして存在感を
強めていくためには、ユーザーとの間に信頼
関係を構築したうえで、データを継続的に収
集・保持・活用し、更新し続けることが重要
になる。
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各シナリオにおけるデジタルプラットフォーム
企業の将来像は、個人情報に対する規制の度
合いによって大きく左右されるが、プレイヤー
がグローバル動向も含めた形でルール形成の
方向性を見定め、関与していくことを継続でき
るかどうかでシナリオの道筋が変化していくと
考えられる。プレイヤーは規制によるコンフリ
クトを回避するのではなく、個人情報の運用プ
ロセスやサービスと技術のバランスを取り、対
応を強めていかなければならないだろう。

■メディア企業
メディア業界では放送事業者や映画会社など
映像関連のプレイヤーに加え、印刷メディアや
音声メディアもデジタルプラットフォームを活
用し、事業領域を拡大している。情報を伝える
手段が従来の新聞・雑誌・ラジオ・テレビと
いう紙媒体と電波に限られたものから、イン
ターネットを介した多様なスクリーン経由に拡
大したことで、消費者に伝わる情報の形態や
内容は多様化している。また、従来のメディア
企業以外のプレイヤーやユーザー側からの情
報・コンテンツ発信が可能になることで、市
場における競争環境が複雑化しつつある。

映像コンテンツ制作の面ではNetflixなどに
代表されるネット系プレイヤーの市場参入に
よって、世界での視聴を前提としたコンテンツ
制作や投資が行われるようになった。未だ基
本的には従来の放送の範囲を対象に制作を
行っている放送事業者にとっては、投資可能
な製作費の違いなどが大きな課題になってい
る。米国では従来型の衛星・ケーブルの有料
多チャンネル放送対SVoD（コードカッティン
グ）という構図がわかりやすいが、日本国内に
おいては、ネット系の配信事業者の台頭によ
り、これまで視聴シェアを保っていた地上波放
送局が特に影響を受けやすい構造になってい
る。今後は、既に事例として見られるネット系
事業者と既存の放送事業者との連携の拡大
等の事象も含め、市場環境がさらに変化して
いくことが予想される。なお、本編のシナリオ
には登場しないが、メディア利用時間や接触
状況を考えるうえでは、ゲーム関連の事業者
もこの領域のキープレイヤーとして追加で挙
げることができる。

ユーザーが利用可能な時間や一度に接触でき
るメディアに限りがある中では、いかにして
ユーザーの目と時間を獲得するかが論点にな
る。スクリーンの用途がメディア利用に大きく
シフトするという内容のシナリオ3において、
メディア企業は有料コンテンツを活かして優
位に立つと分析されているが、スクリーンの利

用形態やシーンが様々変化したとしても、そこ
で消費される情報やコンテンツの作り手がプ
レイヤーとして存在する構造には各シナリオ
で大きな差異はない。スクリーンの数の多寡
や使用されるスクリーンの特性によってアプ
ローチの方向は異なるものの、いずれの場合
も主体的にユーザーを集めるコンテンツを生
み出し、保有・提供・活用できる企業に商機
があるといえる。その際、これまでとは違った
ストーリーテリングの手法や有料コンテンツを
生み出す工夫や、ユーザーターゲットを適切
に分析したうえでの展開方法の模索が求めら
れるだろう。また日本におけるメディア企業の
今後を考えるうえでは、県域放送を中心として
いる地方放送局や地方新聞社が果たしていく
役割についても考えていく必要がある。スク
リーンの数や特性が異なる各シナリオの中で
の各プレイヤーの動き方を検討することで、コ
ンテンツ展開のヒントが見えてくるかもしれな
い。

■実用アプリ関連企業
実用アプリ関連企業には、メールやカレンダー
などの標準的な機能や、天気予報、家計簿、
タスク管理、IoT系サービス（ホームオートメー
ションなど）、クラウドサービス系アプリなど
日々の生活を便利にする機能の開発・提供を
行っているプレイヤーが含まれる。ステークホ
ルダーとして、規模の大小にかかわらず多くの
企業が参入している領域である。事業者によっ
ては、消費者に機能を提供するだけでなく、そ
こで取得した利用データなどの情報をプライ
バシーに配慮しながら分析・活用するなど、
ビジネス領域を拡大している事例もある。電
子マネーや銀行アプリなどFintechサービス
と連携させることで、生活に欠かせない機能
を提供しながらパーソナルデータを取り扱う
基盤を構築しつつある事例も見られる。実用
アプリ関連企業は特にシナリオ1において IoT
ベースのサービスなどで必要不可欠な存在に
なると分析されているが、自社でアプリ開発
の基盤や一定のユーザー情報を保有している
ため、スクリーンの利用状況に応じて事業展
開の方向性を柔軟にシフトできると考えられ
る。

また、実用アプリは生活における必要場面が
類似していれば異なる文化圏でも利用が促進
される可能性が高く、言語や設定を適切に
ローカライズできればグローバル展開を進め
やすい分野であるという指摘もできる。この点
でも、他のステークホルダーと比較してシナリ
オにかかわらずフレキシブルな動きが可能に
なると捉えることが可能である。既に既存の

他領域のステークホルダーによる自社開発や
実用アプリ企業の連携（出資や買収、提携な
ど）の事例も複数見られており、今後も実用
アプリの特性を生かしたエコシステム形成、ビ
ジネスモデル構築が進むことが予想される。

■広告関連企業
広告企業の役割は、広告枠の獲得・流通や
制作のクリエイティブだけでなく、データ分析
を活用したマーケティングやテクノロジーを活
かした広告運用など多様化している。インター
ネットの普及によりこれまでの1対nのマス広
告からパーソナライズされた情報の提供も可
能になり、広告市場におけるメディア別の比
率は大きく変化した。どのスクリーンを使用し
てどのように何の情報を誰に届けていくのか
という観点で、これまでのマス広告とは違った
アプローチが必要になっていることは明白で
ある。レポートの中では、パーソナライズされ
た単体の高性能デバイスに情報が集約される
シナリオ2におけるピンポイントの広告発信に
可能性があるという指摘や、多くのスクリーン
が乱立するシナリオ4において大量の広告が
流れるため広告業界にメリットがあるとの記
述にとどまる。広告業界の関連企業の動きと
しては、メインで使用されるスクリーンの数や
規制の度合いに応じて異なった戦略をとる必
要が出てくるため、複数のシナリオの方向性を
鑑みつつ、スクリーンの形状や用途、規制など
の外的要因の変化に柔軟に対応できる体制を
整えておく必要があるだろう。

なお、広告そのものの未来像については本レポー
トのシリーズとして「Future of Advertising」
（2019）を発行しているため、そちらも参照い
ただきたい。

本レポートにおける4つのシナリオは、将来的
にどれか一つの道筋に集約されることを示し
たものではなく、未来に影響を与えるどのドラ
イバーが関与し合うことで、起こりうる将来像
が描けるかを提示したものである。以上見て
きたような各ステークホルダーの特性を踏ま
えつつ、自社の状況を鑑みたうえで、それぞれ
のシナリオを想定した場合の対処方法や事業
展望について具体的に考えてみることが重要
になるだろう。

新たな規制と情報受容の未来
本編のシナリオそのものからは少し離れる形
にはなるが、今回の分析で使用した「スクリー
ンの未来に影響を与える要素」の中で特に注
目しておきたいのは、スクリーンを介してやり
取りされる情報の収集・利用に対する規制や、
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個々のユーザーからの情報発信を含むメディ
ア接触・流通手段の多様化への対応策である。

インターネットを介した情報受容がスマート
フォンの普及によってより広く一般化する中で、
収集・分析できる消費者のデジタルデータは
爆発的に増え、そのデータを利用したビジネ
スモデルが拡大している。収集されたデータ
は現状で既にマーケティングや情報のパーソ
ナライズ、サービス向上のための情報分析な
どに利用されている。個人情報の保護の観点
で3rdパーティCookieに対する規制が一部
導入されているが、事業者側にとってはビジネ
スモデルにも影響を与えかねない重要なポイ
ントである。

また、規制に抵触しない形での消費者データ
の活用事例で、かつ事前に消費者の許諾を得
ている場合でも、消費者の「感情」に合わな
いデータの使い方がされると反発が大きくな
ることがある。また、その消費者の感情や感
覚は、デジタルとの付き合い方や世代により
異なる部分があり、規制と人々の感情とのバ
ランスをみながらテクノロジーの進化に合わ
せてビジネスモデルを変化させていくことが求
められる。

「スクリーンの変化」を分析する際には、画面
サイズや解像度などの性能面、タッチパネル・
ボイスコントロールなどの操作面のようなスク
リーンそのものに起きている変化だけでなく、
スクリーンを利用する消費者の情報接触方法
や、スクリーンを介してやり取りされる情報の
質と量も大きく変容しているという側面からも
変化を捉える必要がある。現在では、接触で
きる情報の種類が多様化し、情報の展開の即
時性が劇的に向上するとともに、個人による
世界への情報発信も可能になっている。能動
的な情報発信が新たなエンターテインメント
やヒットコンテンツの誕生につながるというプ
ラスの側面がある一方で、不確かな情報を発
信・流布させることが格段に容易になってい
るというマイナス面にも留意が必要である。デ
ジタル上での活動データをもとにパーソナライ
ズされた情報に触れやすくなった人が（フィル
ターバブル）、一定領域の言説のみに接する中
でその考えを強固にしていく傾向も見られる
（エコーチェンバー）。これまでも口伝いで広
がっていた言説が、インターネット上で爆発的
に広がっていく影響は大きい。この背景には、
従前までの家庭の共用のテレビや紙の新聞・
雑誌でマスメディアが発信する一定量の情報
を取得していた状態から、パーソナルデバイス
のスクリーンを介して、インターネット経由で

一人の人間が処理できる量をはるかに超えた
情報を選別する形へと情報受容環境がドラス
ティックに変化している現状がある。Fake 
NewsやDeep fakeなどに対応するため、今
後さらに新たな規制が導入されることも考え
られるが、言論の自由やジャーナリズムの観
点から考慮すべきポイントが複層化している
領域でもあり、より深い議論が求められること
になるだろう。

これらの論点や課題は、スクリーンを通して消
費者が情報やコンテンツをやり取りするにあ
たり最も重視されるべき点だと言っても過言
ではない。また、ステークホルダーの受益を追
求するがゆえに見過ごされる恐れもある観点
のため、情報の送り手と受け手の双方に加え、
様々なステークホルダーや規制機関まで含め
た社会全体でより慎重に検討していくべきポ
イントである。

COVID-19を契機とした変化とスクリーンの
未来
本レポートにおける議論は2020年に
COVID-19が世界中に広がる中、デロイト グ
ローバルの各国のプロフェッショナルによる
ディスカッションを交えながら組み立てられた
ものである。そのため、在宅時間の増加や巣
籠もり消費、在宅勤務といった要素の影響は
一定程度加味されている。しかし2021年に
入ってからもCOVID-19の感染拡大は続き、
パンデミック下において「非日常が日常化」し
ていく中で、今後さらにその影響が想定よりも
濃い形で出てくることは想像に難くない。

特にエンターテインメント分野におけるパラダ
イムシフトは「スクリーンの未来」を大きく左
右することになると想定される。スクリーンを
介して提供されるコンテンツの幅がさらに広
がる中、外出せずにコンテンツを楽しむ手段と
して、スポーツなどの即時性が重視される番
組の同時視聴、ゲームにおける遠隔同時プレ
イなどがより広いユーザーに受け入れられる
ようになっている。つまり、以前は一部のユー
ザーやコンテンツ・場面に限られていた行動
が一般化し、バーチャルな世界の中の「一体
感」などにも意味が見出されるようになりつ
つあるといえる。こういったユーザー側が気づ
きや実感を持って捉えるようになった事象も、
スクリーンの未来に影響を与えることになると
いう点を留意する必要がある。

また、番組制作やコンテンツ制作も大きな影
響を受けた。従来のように一か所にスタッフと
出演者が集まっての大人数での番組・作品制

作を行う体制に見直しが求められる中、リモー
トプロダクションなど具体的な解決策の導入
が進むきっかけとなった。放送番組そのものの
内容についても、リモート環境で制作するとい
う状況を活かしたドラマやバラエティ番組が見
られるようになり、制作側の工夫がちりばめら
れた作品が多数生み出されるなど、困難を逆
手に取ったクリエイティブの発展につながる側
面も出てきている。

一方、コンサート・演劇・スポーツイベントな
ど、これまで当たり前だった有観客での興行・
イベント開催が難しくなる中、リアルイベント
のネット配信などへの展開の拡大や、置き換
えも見られた。例えば松竹は、従前は劇場あ
るいは映画館（シネマ歌舞伎）での観劇が主
だった歌舞伎について、2021年8月より「歌
舞伎オンデマンド」を開始し、動画配信での視
聴を提供するようになった5。また、ジャニーズ
事務所は、これまで有観客で行っていたコン
サートの無観客実施によるライブ配信や、イベ
ントや有観客コンサートのライブ配信も積極
的に行うなど、デジタルを活用した取り組みを
拡大している6。動画配信されるコンテンツが
拡大したことにより、視聴者側のコンテンツ消
費にも変化が起きている可能性がある。また、
例に挙げた演劇・コンサート・スポーツ観戦や、
ゲームなどへの没入感が追求されていけば、
スクリーンの形状にも変化が起こり得るだろう。

繰り返しになるが、2030年のスクリーンの未
来像はシナリオのいずれかの道筋を辿って進
んでいくものではなく、関連するドライバーや
確実／不確実なトレンドを考慮しながらそれ
ぞれのステークホルダーが作り上げていくも
のである。いずれのシナリオにおいても、ビジ
ネス側の視点として、消費者ニーズをとらえる
力、柔軟にビジネスモデルを変化させる機動
力、新たなサービスやソリューションの開発力
が求められることには変わりない。未来の方
向性はまだ焦点を結んでいないが、テクノロジー
の変化や規制のあり方に加えてCOVID-19の
影響を受け、更なる変化の時を迎えている。そ
のような中で読者がそれぞれの立場から未来
を見据え、自社や自社の属する業界の変化の
きっかけをつかむためには、本レポートで取り
上げた内容をヒントにしながら、一歩先の未
来を見据えた具体的な施策検討を進めること
ができるはずである。
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